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独⽴⾏政法⼈通則法上の国⽴研究開発法⼈制度

○制度の⾒直し：各法⼈に共通する規律を改正（以下の法改正とともに、運⽤も改善）

独⽴⾏政法⼈通則法の⼀部を改正する法律の施⾏に伴う関係法律の整備に関する法律
【第186回国会（常会）提出・成⽴】 （改正対象法律は２２９本）

○組織の⾒直し：個別法⼈の統廃合等（１００→８７法⼈）
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各独法設置法改正法案【第186回国会（常会）以降】：法⼈の統廃合等組織の⾒直し

特定国⽴研究開発法⼈による研究開発等の促進に関する特別措置法案
【第190回国会（常会）提出】（内閣府・総務省共管）

国⽴研究開発法⼈のうち、世界最⾼⽔準の成果が期待される法⼈について

法⼈の類型 国⽴研究開発法⼈ 中期⽬標管理法⼈ ⾏政執⾏法⼈

法⼈の特性

「研究開発成果の最⼤化」を第⼀⽬
的とし、中⻑期的な視点に⽴って研
究開発に係る事務・事業を⾏う法⼈
主務⼤⾂が、研究開発に関する審議
会の意⾒を聴いた上で５〜７年の
中⻑期⽬標を法⼈に指⽰

業務の質向上を⽬的と
し、⾼い⾃主性・⾃律
性を発揮しつつ事務・
事業を⾏う法⼈

⾏政事務と密接に関
連した事務・事業を
確実・正確に執⾏す
ることを⽬的とし、事
務・事業を⾏う法⼈

独⽴⾏政法⼈通則法の⼀部を改正する法律【第186回国会（常会）提出・成⽴】
：業務の特性に応じて法⼈を３分類（国⽴研究開発法⼈、中期⽬標管理型法⼈、⾏政執⾏法⼈）

1



国⽴研究開発法⼈への総合科学技術・イノベーション会議の関与
１．国⽴研究開発法⼈と総合科学技術・イノベーション会議との関係
独⽴⾏政法⼈通則法（第２８条の２及び第２８条の３）

○ 総務⼤⾂は⽬標策定及び評価に関する指針を策定
○ 総務⼤⾂が指針を策定するに際し、総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）は、
研究開発の特性（⻑期性、不確実性、予⾒不可能性、専⾨性等）を踏まえ、中⻑期
⽬標の策定及び評価に関する指針の案を作成

○ 総務⼤⾂は、CSTIが作成する指針の案の内容を適切に反映して指針を策定

○ 主務⼤⾂は、研究開発に関する審議会等の専⾨的知⾒等を活⽤して達成すべき⽬標、
アウトカム創出への貢献、ハイリスク・ハイリターンへの挑戦等の⼤⽬標を策定

○ 国⽴研究開発法⼈は、⽬標に対して具体的な戦略、マイルストーン、優先順位等を⽰し
た計画を提⽰

○ 主務⼤⾂による評価の重点は「研究開発成果の最⼤化」、「効果的かつ効率的な業務
運営」

○ CSTIは、指針の運⽤状況等を把握し、関係機関等に対して適切に情報共有、助⾔等
を⾏うことを通じて、指針の実効性を確保 など

２．国⽴研究開発法⼈の⽬標策定と評価のポイント
「研究開発成果の最⼤化に向けた国⽴研究開発法⼈の中⻑期⽬標の策定及び評価に関する指針」
（H26.7.17 総合科学技術・イノベーション会議決定）

2



＜
内
閣
府
＞

＜
文
部
科
学
省
＞

＜
経
済
産
業
省
＞

＜
厚
生
労
働
省
＞

＜
農
林
水
産
省
＞

＜
総
務
省
＞

＜
環
境
省
＞

＜
国
土
交
通
省
＞

海
上

・
港

湾
・
航

空
技

術
研

究
所

水
産
研
究
・
教
育
機
構

農
業

・
食

品
産

業
技

術
総

合
研

究
機

構

量
子
科
学
技
術
研
究
開
発
機
構

防
災
科
学
技
術
研
究
所

科
学
技
術
振
興
機
構

＊

理
化
学
研
究
所

国
立
科
学
博
物
館

物
質
・
材
料
研
究
機
構

新
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ
・産

業
技
術
総
合
開
発
機
構

＊

産
業
技
術
総
合
研
究
所

医
薬

基
盤

・
健

康
・
栄

養
研

究
所

国
立

が
ん
研

究
セ
ン
タ
ー

国
立
循
環
器
病
研
究
セ
ン
タ
ー

国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

国
立
成
育
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

国
立
長
寿
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

土
木
研
究
所

建
築
研
究
所

国
立
環
境
研
究
所

情
報
通
信
研
究
機
構

国
際
農
林
水
産
業
研
究
セ
ン
タ
ー

森
林
総
合
研
究
所

電
子
航
法
研
究
所

水
産
総
合
研
究
セ
ン
タ
ー

農
業
環
境
技
術
研
究
所

農
業
生
物
資
源
研
究
所

農
業
・
食
品
産
業
技
術
総
合
研
究
機
構

海
上
技
術
安
全
研
究
所

港
湾
空
港
技
術
研
究
所

放
射
線
医
学
総
合
研
究
所

H
2
7
.4
.1

H
2
8
.4
.1放
医

研
と
原

子
力

機
構

の
量

子
ビ
ー
ム
や

核
融

合
に
関

す
る
部

門
を
統

合

名
称
変
更

統
合

統
合
・
名
称
変
更

統
合
・
名
称
変
更

H
2
7
.4
.1
に
新

設
日
本
医
療
研
究
開
発
機
構

＊

日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構

＜
財
務
省
＞

酒
類
総
合
研
究
所

宇
宙
航
空
研
究
開
発
機
構

海
洋
研
究
開
発
機
構

交
通
安
全
環
境
研
究
所

自
動
車
技
術
総
合
機
構

石
油
天
然
ガ
ス
・
金
属
鉱
物
資
源
機
構

労
働
安
全
衛
生
総
合
研
究
所

日
本
学
術
振
興
会

＊

労
働
者
健
康
安
全
機
構

労
働
者
健
康
福
祉
機
構

統
合
・
名
称
変
更

水
産
大
学
校

自
動
車
検
査
独
立
行
政
法
人

統
合
・
名
称
変
更

種
苗
管
理
セ
ン
タ
ー

医
薬
基
盤
研
究
所

国
立
健
康
・
栄
養
研
究
所

：
通
則
法
上
の
国
⽴
研
究
開
発
法
⼈
か
つ
強
化
法
上
の
研
究
開
発
法
⼈

：
通
則
法
上
の
中
期
⽬
標
管
理
法
⼈
か
つ
強
化
法
上
の
研
究
開
発
法
⼈

：
通
則
法
上
の
中
期
⽬
標
管
理
法
⼈
か
つ
強
化
法
上
の
研
究
開
発
法
⼈
で
は
な
い
法
⼈

H
2
7
.4
.1
に
統

合

～
H
2
7.3.31

H
2
7
.4
.1
～

H
2
8
.4.1～

研
究

開
発

法
人

（
強

化
法
）

3
7

3
7

3
3

国
立

研
究

開
発

法
人

（
独

法
通

則
法

）
-

3
1

2
7

国
⽴
研
究
開
発
法
⼈
の
改
組
に
つ
い
て

3

＊⾃
ら研

究
開
発
を
⾏
うことを

専
らとして

い
な
い
法
⼈
（
資
⾦
配
分
機
関
）


